
一、はじめに
　近年、工業の発展により、社会の様相が
大きく変化し、人間の生活の質量がレベル

アップしたが、一方で人間の経済活動によ
る自然資源の消耗が続いており、世界規模の
環境問題が日増しに大きくなっている。その
中でも中国は飛躍的な経済成長の代価とし
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（要旨）
� MFCA、SBSC、エコ・エフィシェンシーは企業の環境経営に有用なツールとしてそれぞれの役
割、機能を持っているが、その限界の存在も否定できない。そこで本稿では、先行研究のサーベイと
中国製造企業に対するアンケート調査を通して MFCA、SBSC、エコ・エフィシェンシーの3つの環
境配慮型マネジメントツールの統合とそれによる各ツールの問題点改善の可能性について考察する。
主な結論は次の通りである。MFCA、SBSC、エコ・エフィシェンシーの統合可能性を考察した先行
研究は非常に少ないが、その数少ない先行研究をサーベイすると次のような理論的示唆が得られた。
MFCA には生産マネジメントと現場従業員との間のコミュニケーション障壁ならびにコスト削減効
果を重視し過ぎるあまり環境保全効果を軽視してしまう問題点が指摘されているが、これは SBSC と
の統合により改善する可能性がある。SBSC には視点間・指標間の因果連鎖構築が難しいという問題
点があるが、これはエコ・エフィシェンシーとの統合により改善する可能性がある。エコ・エフィ
シェンシーには環境パフォーマンスが悪化しても経済パフォーマンスが向上するだけで指標が向上し
てしまうという問題点があるが、これは SBSC との統合により改善する可能性がある。アンケート調
査を通して次のような結果が得られた。実際に中国製造企業16社において MFCA、SBSC、エコ・エ
フィシェンシーの3つのツールが同時利用されており、この事実は統合利用の可能性が高いことを示
唆している。また MFCA、SBSC、エコ・エフィシェンシーはそれらを同時利用している場合と単独
で利用している場合のいずれにおいても財務向上に効果があったが、同時利用の場合は単独利用の場
合よりも環境パフォーマンスの向上により効果があった。さらに同時利用している企業においては
MFCA、SBSC、エコ・エフィシェンシーそれぞれの問題点が改善されている可能性があることも推
測できた。

環境経営促進のためのエコ・エフィシェンシー分析による
MFCAとSBSCの統合可能性についての研究
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て、大気汚染、水質汚濁、有害廃棄物などの
環境問題に悩まされるようになっている。特
に近年は環境汚染事件が多発しており、市民
の日常生活と健康に深刻な影響を及ぼして
いる。とりわけ、PM2.5による大気汚染が深
刻化しており、世界中で話題になっている。

『中国公民白書：中国企業公民報告』（鄒編
著，2009:74）によれば、中国では工業汚染
が総汚染の70％を占めており、管理不全によ
り環境汚染を引き起こした企業が50％にも達
していた。生産活動による工業汚染の主な汚
染源として、企業は環境保護に関する社会的
責任を避けることはできない。したがって、
これからは経済効果と環境保全効果を同時に
達成できる企業の環境経営が必要となってい
くし、またそのための環境配慮型マネジメ
ントツールも既に用意されている。例えば、
本研究で注目する MFCA（Material�Flow�
Cost�Accounting） や SBSC（Sustainability�
Balanced�Scorecard）、エコ・エフィシェン
シー（Eco-efficiency）などがそうである。
� MFCA は 環 境 配 慮 型 の コ ス ト 情 報 分
析・ 計 算 ツ ー ル、SBSC は 伝 統 的 な BSC

（Balanced�Scorecard）の4つの視点・指標に
環境という新しい視点・指標を入れた長期的
かつ総合的な業績評価ならびに戦略策定の
ツール、エコ・エフィシェンシーは経済的価
値を最大化すると同時に環境的影響を最小化
する指標という役割を果たし、それぞれの領
域で企業の環境経営をサポートしている。こ
の3つの環境配慮型マネジメントツールは、
ともに20年程度の年月（MFCA は90年代末、
SBSC は2000年前後、エコ・エフィシェン
シーは90年代前半以降、欧州を中心に理論的
ならびに事例研究が進められてきた）を経て
その有効性が確立されてきたが、一方で次の
ような問題点も指摘されている。
� MFCA に関しては、その実施プロセス

において生産マネジメントと現場従業員と
の間のコミュニケーションに支障があるこ
と（Doorasamy,�2015:43）、あるいは企業が
MFCA をコスト削減の手法と位置づけて環
境保全効果を過小評価する傾向があるため
に、かえって MFCA 推進の阻害になる（伊
藤，2009:36；國部，2018:95）、などの問題点
が指摘されている。SBSC に関しては、伝統
的 BSC の4つの視点・指標に環境や社会とい
う新しい視点・指標をリンクすることが難し
く、リンクできたとしてもかえって因果連鎖
構築が複雑になるなどの問題点が指摘され
ている（岡，2010:97）。エコ・エフィシェン
シーに関しては、環境パフォーマンス指標が
悪化しても経済パフォーマンス指標が向上す
れば、それだけでエコ・エフィシェンシー指
標が向上してしまうという計算式上の問題点
が指摘されている（岡，2010:97）。これらの
問題点は、企業の環境経営促進をかえって阻
害してしまう要因になると考えられる。
� そこで本研究では、MFCA と SBSC、エ
コ・エフィシェンシーの3つの環境配慮型
マネジメントツールの統合、具体的にはエ
コ・エフィシェンシー分析による MFCA と
SBSC の統合により、それぞれの問題点を改
善するとともに、より効果的に環境経営を推
進していく可能性について考察したい。ま
た、そのために実際に中国の製造企業を対象
としたアンケート調査を行い、3つの環境配
慮型マネジメントツールの統合の可能性なら
びにその有効性について検証する。
� 本研究は、次の二つの段階に分けて考察
を行う。はじめに先行研究のサーベイを通
して、MFCA、SBSC、エコ・エフィシェン
シーのそれぞれの意義や問題点などを整理
し、次にこの3つのツールの統合可能性また
統合によるそれぞれの問題点の改善の可能
性について検討する。次に中国の製造企業
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を対象にアンケート調査を行い、MFCA と
SBSC、エコ・エフィシェンシーを統合する
可能性があるかどうか、それぞれを単独で利
用している場合と3つ同時に利用している場
合を比べて成果に違いがあるのか、環境配慮
型経営を促進するための様々なツールを企業
はどのように評価しているのかを明らかにす
る。
� 本研究の独自性は次の3点にある。第1に企
業の環境配慮型マネジメントツールである
MFCA と SBSC、エコ・エフィシェンシー
に関する先行研究のほとんどは、それぞれの
定義や効果、問題点などを紹介しているが、
統合の可能性について検討したものはほとん
どない。あったとしても二者間の統合に関す
る研究である。本研究では、企業の環境経
営をより促進させるために MFCA と SBSC、
エコ・エフィシェンシーの3つの環境配慮型
マネジメントツールの統合可能性、より具体
的にはエコ・エフィシェンシー分析による
MFCA と SBSC の統合可能性について検討
する。
� 第2に MFCA の問題点として、既述の通
り、企業が MFCA をコスト削減の手法と
位置づけて環境保全効果を過小評価する傾
向があるために、かえって MFCA 推進の
阻害になることがあった。この改善策とし
て國部（2018:94-106）は、LCA（Life�Cycle�
Assessment）と MFCA の統合が有効であ
ると主張しているが、MFCA の他の問題点
である実施プロセスにおいて生産マネジメン
トと現場従業員との間にコミュニケーション
の障壁があるという点については改善するに
至っていない。本研究では、SBSC との統合
を通して、コスト削減効果を重視し過ぎると
いう問題点だけではなく、生産マネジメント
と現場従業員との間のコミュニケーション障
壁という MFCA の他の問題点の克服可能性

についても検討した。
� 第3に 既 述 の 通 り、MFCA と SBSC、 エ
コ・エフィシェンシーの3つの環境配慮型マ
ネジメントツールの統合可能性について考察
した先行研究はほとんど存在しないし、まし
てやその成果を検証した試みもない。本研究
は、中国の製造企業を対象にアンケート調査
を行い、MFCA と SBSC、エコ・エフィシェ
ンシーの統合可能性ならびにその成果につい
て検証しており、環境経営を推進している企
業にとって貴重な情報源となるであろう。

二、先行研究のサーベイ
1.  MFCA、SBSCとエコ・エフィシェンシー

について
1.1　MFCAについて
� 環境会計が盛んな国であるドイツで開発さ
れた環境管理会計手法の一つである MFCA
は、製品の製造段階に注目し、原材料投入量
と廃棄物排出量をできる限り減少させること
により、コスト削減による経済向上効果と廃
棄物削減による環境保全効果を同時に実現す
ることを目的とする（國部，2018:10）。
� 具体的には MFCA は、製造プロセスに投
入された原材料やエネルギー（マテリアル）
などの流れ（フロー）と滞留（ストック）を
追跡し、そのロスに着目して材料費、加工
費、減価償却費などを良品コストである「正
の製品のコスト」と廃棄物などロスのコスト
である「負の製品のコスト」に分けて総合的
にコスト評価を行う原価計算・分析手法であ
る（中嶌・國部，2002:52-71）。
� 伝統的原価計算は、最終的に廃棄物となっ
た原材料費などは良品と同様に製品の売上か
ら回収しなければならないので、製品にな
らないロスのコスト（廃棄物などのコスト）
は計算せず、全て最終製品の原価に自動的

－203－

環境経営促進のためのエコ・エフィシェンシー分析による MFCA と SBSC の統合可能性についての研究



に含めて計算する手法である（中嶌・國部，
2002:72）。一方、MFCA は製造プロセスに
投入されたマテリアルを物量単位と金額単位
で把握し、発生する廃棄物などのロスを「製
品」と見なし、良品と同様にコストを分析・
評価し、非効率な場所の発見ならびにその改
善によって資源生産性の向上を求める手法で
ある（中嶌・國部，2002:71-79）。
� このように伝統的原価計算は、生産過程に
おいて発生するロスの多くを発見することが
難しく、その改善の可能性も当然見出されな
い。結果として廃棄物が多い場合には、環境
に悪影響を与える可能性があり、また競合他
社とのコスト競争力も弱くなる可能性があ
る。一方で MFCA は、製造プロセスにおけ
るマテリアルの流れを追跡し、物量データを
基にしたコストの測定と分析、評価によって
低効率の生産ラインや工程の発見につなげ
る。また管理者は、これを基に改善活動を行
い、今後の経営方策のための情報を提供す
る。そして最終的に、コスト削減による経済
的価値の向上と投入した材料・エネルギーな
らびに廃棄物の削減による環境保全効果の両
立を達成しようとする。
� 以上で説明した伝統的原価計算と MFCA
の違いを『MFCA 事例集』（日本能率協会コ
ンサルティング，2011）に掲載されていた日
東電工株式会社（以下、日東電工とする）の
事例を用いてより詳しく説明する。

� 日東電工は、エレクトロニクス用粘着テー
プという製品の製造ラインに MFCA を導入
した。投入された原材料のフロー（インプッ
ト、アウトプット、歩留まり等）を追跡す
ることにより、その物量比重をまず把握し、
次にその物量比重を基にコスト分析と計算
を行った（日本能率協会コンサルティング，
2011:10-11）。その集計結果が表1である。
� 表1に示したように日東電工では、エレク
トロニクス用粘着テープの製造において「負
の製品のコスト」は1,484,470円になり、総原
価の32.83% を占めていることが判明した。
� 表2は、日東電工のこのケースが伝統的原
価計算と MFCA を用いた場合に損益計算
書（P/L）がどのように異なるかを示したも
のである。MFCA による P/L では「正の製
品のコスト」が3,037,498円、「負の製品のコ
スト」が1,484,470円になっている一方で、伝
統的 P/L では「売上原価」が4,521,968円で
あったことのみが示されているだけであり、
廃棄物原価は明示されていない（日本能率協
会コンサルティング，2011:11）。
� 日東電工は、MFCA を用いて「負の製品
のコスト」を計算することにより、エレクト
ロニクス用粘着テープの生産ラインにおける
ロスのコストを明らかにし、さらに廃棄物・
ロスの発生原因を分析し、製造ラインの改善
を行った。その結果として「負の製品のコス
ト」が32% から22% に削減し、さらなる改

表1　マテリアルフローコストマトリックス（単位：円）

コスト分類 マテリアル エネルギー１ システム２ 廃棄物処理 合計
製品へのフロー
「正の製品」

¥2,499,944
（68.29%）

¥57,354
（68.29%）

¥480,200
（68.29%）

―
¥3,037,498
（67.17%）

廃棄物へのフロー
「負の製品」

¥1,160,830
（31.71%）

¥26,632
（31.71%）

¥222,978
（31.71%）

¥74,030
（100%）

¥1,484,470
（32.83%）

合計
¥3,660,774
（100%）

¥83,986
（100%）

¥703,178
（100%）

¥74,030
（100%）

¥4,521,968
（100%）

１　エネルギーコストは電力、燃料、水などの消費量によるコストを指す。
２　システムコストは労務費や減価償却費などの加工費を指す。
出所：日本能率協会コンサルティング（2011）『MFCA 事例集』日本経済産業省委託事業 p.�11。
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善・改革の余地を発見し、改善施策と設備投
資に7億円を投入することを決定した（日本
能率協会コンサルティング，2011:11）。
� 上記の事例が示すように MFCA は、伝統
的原価計算とは異なり、製造プロセスにおけ
る負のコストを明確にする。また、その情報
を企業経営者に提供することにより、さらな
る改善策が策定できる。そして最終的には、
投入した材料・エネルギーならびに廃棄物の
削減による環境保全効果とコスト削減による
経済的価値向上の双方を実現できる。

1.2　SBSCについて
� 伝統的な財務的業績評価指標は過去の出来
事について語るにすぎず、情報化時代のニー
ズに対応できない。顧客、サプライヤー、従
業員、プロセス、技術、イノベーション（開
発・設計）などに投資して将来の企業価値を
創造したり、こうした企業行動を評価してい
くことが極めて重要となっていった（キャ
プラン＆ノートン著 / 吉川武男訳，2011:8）。
このような背景のもとで BSC が1990年代初
頭に誕生した。さらに2000年前後になると、
環境や社会の側面も企業評価に加えた SBSC
が提唱された（Figge�et,�al.,�2003:23）。
� SBSC は、伝統的 BSC の財務、顧客、内
部業務プロセス、学習と成長という4つの視
点に環境・社会という新しい視点を追加し、
さらに各視点に適切な業績評価指標を設定し

た上で、これらの視点間・指標間の因果連鎖
をリンケージすることにより、総合的に企業
の業績を評価しようとするシステムである

（岡，2010:93）。また「戦略マップを同時併
用することにより、サステナビリティに対す
るビジョンと戦略を効果的かつ効率的に策定
と実行を確保するマネジメントシステムとし
ても機能する」と岡（2010:93）は主張して
いる。
� 同様にキャプラン＆ノートン（櫻井・伊藤・
長谷川訳，2014:10-11）は、新たに追加する
環境・社会の指標は、伝統的 BSC の4つの
視点と無関係な業績評価指標ではなく、BSC
の4つの視点における戦略目標間の一連の因
果連鎖のなかで捉え、その全体像（戦略マッ
プ）を構築できるようにリンケージすべきで
ある、と主張している。
� 環境・社会の要素を BSC に組み入れる方
式により3つの類型の SBSC が存在する。ま
ず、従来の BSC の4つの視点の中に環境・社
会の指標を組み入れるサブサンプション型
SBSC である。例えば、中国山東省にある廃
水処理専門企業Ｎは環境保全設備の開発特許
取得件数、廃水の回収利用率、環境保全行
動に対する顧客のクレーム率、廃水処理投
入に対する利益率などの環境指標を BSC の
4つの視点に組み込んでいる（王・和・陳，
2013:22-24）。次に BSC に5つ目の視点として
環境や社会の視点を付け足すアディション

表2　伝統的 P/L と MFCA による P/L の比較（＊印は、公表用に架空の数値に変更。）

MFCA による P/L（単位：円） 伝統的 P/L（単位：円）
売上＊ 15,000,000 売上＊ 15,000,000
正の製品のコスト 3,037,498 ・売上原価

・良品（製品）原価
4,521,968

負の製品のコスト 1,484,470 ― ―
売上利益 10,478,032 売上利益 10,478,032
販売管理費＊ 8,000,000 販売管理費＊ 8,000,000
営業利益 2,478,032 営業利益 2,478,032
出所：日本能率協会コンサルティング（2011）『MFCA事例集』日本経済産業省委託事業�p.11。
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型 SBSC である。例えば、Amanco 社は環境
と社会の視点、リコーは環境保全の視点、宝
酒造は社会・環境行動の視点という5つ目の
視点を BSC に追加している（岡，2010:94）。
最後に従来の BSC の視点とは異なる4つ、も
しくは5つの視点を用いるインテグレーショ
ン型 SBSC である。例えば、企業の持続的
な発展を支援するという目的のもと、イギ
リス貿易産業省は「サステナビリティの視
点」、「外部のステークホルダーの視点」、「内
部の視点」、「知識と技術の視点」という4つ
の新しい視点を用いた SBSC を構築している

（DTI�，2003:6）。どの類型の SBSC を利用す
るかは、企業のニーズによって異なる。
� 元々BSC が目指していることは、財務と
非財務の双方の業績評価指標を通して、全従
業員に意思決定と行動の結果を財務的に理解
させること、ならびにビジネスユニットの
ミッションや目標を具体的な目標や業績評価

指標に置き換えることである（キャプラン＆
ノートン著 / 吉川武男訳，2011:10-20）。具体
的には、戦略マップを通じて戦略目標を明確
化し、この戦略目標に基づいて各視点にお
ける KPI を設定する。そして、この KPI に
焦点を絞って組織全体に伝達し、従業員は
KPI を現場の仕事に落とし込む。こうして
企業の戦略目標をすべての従業員の日々の仕
事に繋げることができる（キャプラン＆ノー
トン著 / 櫻井・伊藤・長谷川訳，2014:279）。
同様に SBSC は、環境と社会の要素を含めて
企業の戦略目標を部門や個人の日常業務に組
み入れ、この目標値の達成をもとに報酬や
ボーナスなどのインセンティブを従業員に付
与することにより、企業の環境経営を促進す
ることができる（曹，2018:61-70）。
� 図1はサブサンプション型の SBSC を例と
して戦略マップと併用する業績評価指標、目
標値の設定の作成例を示したものである。図

図1　戦略マップと業績評価指標・目標値の作成例

注：KPI、目標値等は仮想数値である。
出所：�http://wakamatsu.my.coocan.jp/keieikakushin.html（2019年9月22日確認）を参照して作成
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1においては、環境に関する指標を財務、顧
客、内部業務プロセス、学習と成長の4つの
視点にそれぞれ組み入れて KPI と目標値を
設定している。図1の左側は、目標・指標間
の因果連鎖を示したものである。企業は戦略
目標を達成するために、右側の KPI を設定
し、その現在値を目標値に近づけていく必要
がある。
� SBSC は、財務的視点と非財務的視点（環
境の視点を含む）に基づいた KPI の設定を
通して株主側の利益、顧客側の満足度、社会
側における生産量に対するエネルギー消費量
の低減や資源利用効率向上による環境保全、
経営者側の利益増大、従業員側の技能の把
握（報酬制度に連動）という異なったステー
クホルダーの利害を調整し、総合的な立場で
ビジネスにアプローチすることができる（櫻
井，2004:374-385）。またここで示した SBSC
の4つ、もしくは5つの視点はある種の雛形で
あり、企業をとりまく環境やビジネスユニッ
トの戦略によって独自の SBSC フレームワー
クを構築することもできる�（キャプラン＆
ノートン著 / 吉川武男訳，2011:37-38）。
　要するに企業は SBSC を環境と社会の要素
を組み入れた業績評価システムとしてだけで
なく、企業戦略を個人の活動レベルにまでブ
レイクダウンした環境配慮型戦略マネジメン
トツールとしても用いることができると考え
られている。

1.3　エコ・エフィシェンシーについて
� エコ・エフィシェンシーは、1992年の地
球サミットにおいて BCSD、現在の WBCSD

（World�Business�Council�for�the�Sustainable�
Development、持続可能な開発のための世界
経済人会議）が環境効率性と経済効率性を結
合させた概念として発表したものであり、製
品やサービスが環境に及ぼす影響を捉える環

境評価指標の一つである。具体的には「有害
な環境影響を最小化する一方で製品あるいは
サービスの価値を最大化する」という考え方
を指標化したものである（岡，2010:95）。
� WBCSD（2000:3）は、エコ・エフィシェ
ンシーを定量化するための算式を「エコ・エ
フィシェンシー＝製品あるいはサービスの価
値÷環境影響」と定義している。この計算式
が示すように、製品の製造プロセスにおいて
環境負荷の低減を目指すために資源やエネル
ギー消費を抑制しつつ、できる限り製品の機
能や品質を向上させる、或いは同じ機能や役
割を果たす製品の生産過程において発生する
環境負荷を低減するほど、エコ・エフィシェ
ンシーが高いということになる。これまで重
視されてきた生産効率の向上では社会の持続
可能な発展ニーズに応えることができないた
め、エコ・エフィシェンシーは最小の資源消
耗に対して最大の生産という理念の基、製品
やサービスの機能・品質を向上させる（経済
効率向上）とともに、資源やエネルギーの使
用を効率化することにより、その製品の環境
負荷を低減しようとする（環境効率向上）。
　エコ・エフィシェンシーの分母の「環境影
響」と分子の「製品あるいはサービスの価
値」に関して、WBCSD（2000:3）はより具
体的な指標を示している。「環境影響」に関
しては製品・サービスの創造と使用によるエ
ネルギー消費、マテリアル消費、水消費、温
室効果ガス排出、オゾン層破壊物質排出とい
う5つの環境的パフォーマンス指標、「製品あ
るいはサービスの価値」に関しては、顧客に
生産されるもしくは提供される製品あるいは
サービスの品質、純売上高の2つの経済的パ
フォーマンス指標である。
� 企業のニーズに応じて、上記以外の指標
を設定することもできるし、分母の「環境
影響」と分子の「製品あるいはサービスの
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価値」を組み替えることも可能である（岡，
2010:95）。例えば、富士ゼロックスはエコ・
エフィシェンシーによる経営評価の指標を

「売上高÷個別環境負荷量」に設定し、「売
上高÷ CO₂排出量」と「売上高÷新規資源
投入量」という2種類のエコ・エフィシェン
シー指標を利用している（島崎，2011:102）。
シャープは「CO₂排出量（トン－ CO₂）÷生
産高（億円）」というエコ・エフィシェンシー
指標を利用して自社の環境経営の状況を評価
している（島崎，2011:102）。このように企
業の利用目的に応じて具体的指標を設定した
り、分母と分子を組み換えたりすることがで
きる。
� 表3はエコ・エフィシェンシー指標の具体
例を示したものであり、企業が重視する焦点
に応じて指標の設定ができる。
� 以上のようにエコ・エフィシェンシーは経
済指標と環境指標の比率であり、製品の製造
プロセスにおいて投入する資源を有効利用す
ることにより、環境への影響を抑制・軽減し
ながら製品の価値を高めようとする指標であ
る。またエコ・エフィシェンシーは、企業の
ニーズに応じて指標を設定したり、算式を組
み換えたりすることができるという柔軟性が
あり、各企業の目的に応じて幅広い利用可能

性の余地を有していると考えられる。

2.  環境経営促進のための統合による問題点
の改善

� これまで紹介してきたように MFCA と
SBSC、エコ・エフィシェンシーはそれぞ
れの役割を持っているが、一方で問題点も
指摘されている。本稿においては MFCA、
SBSC、エコ・エフィシェンシーの3つの環境
配慮型マネジメントツールを統合することに
より、それぞれの問題点を改善し、より効果
的にその役割を果していくこと、ならびに企
業の環境経営をより促進していくことを目指
している。以下では、それぞれの問題点及び
統合による問題点の改善可能性について検討
する。

2.1　 MFCAの問題点及びSBSCとの統合に
よる問題点の改善

� 『MFCA 事例集』（日本能率協会コンサル
ティング，2011）は、日本における MFCA
の 導 入 事 例 を 紹 介 し て い る。 そ こ で は、
MFCA はロスコストの削減や製造工程の改
善・改革などの有用なツールとして企業に高
く評価されているが、一方で今後の課題とし
ては MFCA の入力作業が現状の日常管理や

表3　エコ・エフィシェンシー指標の具体例

ステークホルダー・グループ エコ・エフィシェンシー指標の例 焦点
株主 SHV ÷ NPEIA 財務的投資の評価
政府、トップ・マネジメント VA ÷ EIA 負荷の社会全体への影響の評価
政府、トップ・マネジメント （法人税）÷ EIA 政府及び税務署関連の負荷の評価
トップ・マネジメント 売上÷ EIA 年間パフォーマンスの評価
サイト・マネジメント ROCE ÷ EIA サイトの評価
プロジェクト・マネジメント NPV ÷ EIA 設備投資プロジェクトの評価
部門マネジメント CM ÷ EIA 製品プロジェクトの評価
製品マネジメント CM ÷ EIA 製品の評価
略語：CM＝貢献利益、EIA＝環境負荷、NPEIA＝正味現在環境負荷、
　　　NPV＝正味現在価値、ROCE＝使用資本利益率、SHV＝株主価値、VA＝付加価値
出所：�岡照二（2010）「環境コストマネジメントにおける環境パフォーマンス指標の役割─SBSC構築に向けて─」原価計算

研究p.97。
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原価管理入力と重ならないこと、MFCA 手
法及び概念（特にロス）の社内への浸透、部
門間の情報共有ならびに連携、現場の作業管
理と日常業務への落とし込み、管理者と現
場作業者のコミュニケーションの改善の必
要性などが多数の企業から指摘されていた。
Doorasamy�（2015:43）は、この『MFCA 事
例集』の情報をもとに MFCA は、その実施
プロセスにおいて生産マネジメントと現場作
業者との間にコミュニケーションの障壁があ
ることをその問題点として指摘したが、その
具体的中身や理由については言及していな
い。
� また國部（2018:95）は「MFCA は企業現
場において環境と経済を連携し、環境と経済
の WIN-WIN 関係を創り出すことができる
手法であるとしても、企業が環境保全の経済
効果をコスト削減として評価」し、MFCA
をコスト削減の手法と位置づけてしまうと、
かえって MFCA の普及を阻害する可能性が
あると指摘している。なぜなら、MFCA が
コスト削減の手法として位置づけられてしま
うと、他のコスト削減手法よりも劣る場合
があるからである。また、従来のコストマ
ネジメント手法によってコスト削減効果が
十分に得られている企業では、MFCA の導
入にさほど魅力を感じなかったり、あるい
は MFCA 導入後に他のコスト削減手法に対
する優位性が見られず、比較的早い段階で
MFCA の継続導入を放棄してしまうところ
も見られる（伊藤，2009:36）。さらにコスト
削減目的で MFCA を導入した企業において
は、MFCA によるコスト削減効果を重視し
過ぎるあまり、環境保全効果を過小評価して
しまうところもある（伊藤，2009:36；國部，
2018:95）。
� 以上のような MFCA の問題点を考える
と、企業は① MFCA 実施の目標・指標を現

場の従業員に伝えて MFCA に関する各部門
間の情報共有と効率的なマネジメントを実施
していく必要がある。② MFCA によるコス
ト削減の経済効果だけではなく、廃棄物削減
による環境保全効果も重視しなければならな
い。したがって、企業は事業目標を設定す
る際に経済的側面と環境的側面の双方を重
視しなければならない。また、そのことを
MFCA の実施プロセスにおいて生産管理者
から現場従業員に伝達していく必要がある。
� SBSC との統合は、SBSC の各視点・指標
間の因果連鎖構築と報酬などインセンティブ
とのつながりにより①を改善できる。企業
は SBSC による環境配慮型経営に関する戦略
目標と指標の設定により②を改善できると考
えられる。例えば、関利・安城（2016:42-45）
は、MFCA による活動や情報を SBSC の各
視点に関連づけて活用する方法を次のように
検討している。まず、SBSC の「学習と成長
の視点」において MFCA 技術を従業員が把
握したり、MFCA を実施するために計画策
定や情報共有など各部門間とのコミュニケー
ションを促す。さらに MFCA の策定・実施
を通してコスト低減と環境保全の双方の組織
風土が醸成される。また企業は、MFCA 技
術の把握度、MFCA による情報利用度、経
営目標の理解度などに関する指標をこの「学
習と成長の視点」において設定することがで
きる。
� その結果として「内部業務プロセスの視
点」においては、コスト削減、廃棄物削減、
省エネ活動などの目標実現のために、生産プ
ロセスにおける技術の向上や改善活動の実施
などを促し、効率的な業務の改善やイノベー
ションにつなげる。また企業は、コスト削減
額、廃棄物排出量、生産量に対する資源投入
量、エネルギー消費量などをこの「内部業務
プロセスの視点」における指標として利用す
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ることができる。そして、これらの指標を日
常生産活動に関する業績評価として用い、そ
の達成状況を基に現場従業員の報酬などイン
センティブを付与することができる（関利・
安城，2016:42-45）。
� 以上のように MFCA を SBSC に統合すれ
ば、現場従業員は MFCA による企業の目標
とミッションを直観的に理解でき、日常生
産活動に繋げることができる。これにより、
MFCA の実施プロセスにおける生産マネジ
メントと現場従業員との間のコミュニケー
ション障壁という①の問題点を乗り越えるこ
とができると考えられる。
� また企業は、SBSC のフレームワークを構
築する際に財務的目標・指標だけでなく環境
保全に関する目標・指標も設定する。した
がって、MFCA を SBSC に統合すれば、コ
スト削減効果を重視し過ぎるあまり環境保全
効果を過小評価してしまうという MFCA の
②の問題点を改善できる可能性がある。換言
すれば、企業が SBSC を制定する際に環境保
全という目標を企業のビジョンや価値観など
のひとつとして設定し、日常業務の指標と
して環境要素を組み入れる。そして、この
SBSC に MFCA を統合すれば、環境保全効
果を軽視し、コスト削減効果のみを重視する
という MFCA の②の問題点を改善できる可
能性がある。

2.2　 SBSCの問題点及びエコ・エフィシェ
ンシーとの統合による問題点の改善

� SBSC は、伝統的 BSC に環境と社会の視
点・指標を組み入れて統合する点に新規性
があるが、企業にとってはこのような新し
い目標と指標の設定と分析が非常に難しい

（Fulop�et,�al.,�2014:343）、という問題がある。
なぜなら BSC 自体は単純な視点・指標のマ
トリックスのように見えるが、実際には視

点・指標間の因果連鎖構築が非常に困難であ
るからである。
� 高亀（2004）は BSC 導入の失敗要因を分
析するために、この導入に失敗した企業に
インタビュー調査を行った。日系大手食品
メーカーの I 社は新しい経営システムとして
BSC を導入したが、その際に経営管理者は
自身の判断で新たな KPI を追加した。BSC
の利点の一つは、指標（KPI）に焦点を当
てることにより、従業員が行動の選択と集
中をしやすくなることにあるが、この I 社
では KPI が増加したために BSC のこの利点
を十分に生かすことができず、結局は BSC
の採用を取り止めることになった（高亀，
2004:30-31）。
� この事例は、因果関係が明確でない KPI
が追加されると、指標（KPI）に焦点を絞り
込むことによって従業員が行動の選択と集中
をしやすくなるという BSC の利点が活かせ
なくなる危険性があることを示唆している。
これは、BSC に環境や社会に関する新しい
視点・指標を追加する SBSC についても言え
る。例えば、岡（2010:97）は、SBSC におい
て環境や社会という新しい視点・指標を従来
の視点・指標に追加し、その視点・指標間の
因果連鎖をリンケージすることは BSC の場
合よりもさらに複雑となると指摘している。
では、企業は、環境や社会に関する新しい指
標を BSC に組み入れる際にどのように指標
間の因果連鎖を構築すれば良いのだろうか。
この方法として SBSC とエコ・エフィシェン
シーの統合が考えられる。
� 既述の通り、エコ・エフィシェンシーは、
経済パフォーマンスと環境パフォーマンスの
双方を結合させた指標であり、企業が重視す
る焦点に応じて指標が設定できるという特徴
がある。したがって、環境に関する新しい指
標を BSC に追加する際にエコ・エフィシェ
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ンシー指標を用いれば、「経済」と「環境」
を両立させる KPI の設定が可能になると考
えられる。これにより、従業員はエコ・エ
フィシェンシーの経済パフォーマンス指標と
環境パフォーマンス指標に集中して行動しや
すくなると思われる。また、目標・指標間の
因果連鎖構築も容易になり、戦略への方向づ
けと集中という SBSC の役割を果たせると考
えられる。
� SBSC にエコ・エフィシェンシー指標を組
み入れる方法として、岡（2010）は以下のよ
うな例を挙げている。BSC から SBSC へと
展開する際、財務の視点の代わりにエコ・エ
フィシェンシーの視点を用いることにより、

「経済」だけではなく「環境」に関する目標
や指標を企業の行動や仕組、情報システムな
どに組み込むことができ、目標・指標間の因
果連鎖構築もしやすくなる。つまり、従来の
財務的指標の代わりに「環境」と「経済」の
両立を図るエコ・エフィシェンシー指標を用
いれば、環境保全活動と経済活動を同時に
行った結果を従業員により明確に示すことが
できるし、理解しやすくなる。またエコ・エ
フィシェンシーは分母・分子に関して柔軟性
があり、環境・経済パフォーマンス指標を組
み替えることにより、あらゆるステークホル
ダーに対応したエコ・エフィシェンシー指標
を作成することができ、全社的に SBSC のフ
レームワークを構築することが可能である。
その結果、エコ・エフィシェンシーの視点の
目標を達成することにより、資源生産性の向
上など環境配慮型経営へと繋がっていくので
ある（岡，2010:98）。
� たとえば、企業は「財務の視点」の中の財
務指標である総資本利益率の代わりに「総
資本利益率÷廃棄物発生量（kg）」というエ
コ・エフィシェンシー指標を利用して環境と
経済のパフォーマンスの双方を示す。企業は

廃棄物発生量を削減しつつ、できる限り総資
本利益率を向上させれば環境と経済を両立す
ることができる。その中で、総資本利益率の
計算式は「使用総資本利益率（％）＝（利益÷
総資本）×100＝（（売上高－費用）÷総資本）
×100」である。したがって、企業は、費用
の金額を一定に維持しつつ売上高を増加させ
るか、または製造原価や販売費・一般管理費
などのコストを削減するための努力を必要と
する。売上高を向上させるために「顧客の視
点」において、顧客ニーズや顧客満足の向上

（納期厳守、品質、価格低減など）による顧
客のロイヤリティ向上を達成しなければなら
ず、そのために顧客満足度、定着率、市場占
有率、ブランド好感度などの指標を用いる。

「内部業務プロセスの視点」においては、納
期厳守、品質向上、価格低減などの目標を実
現するために業務技術の向上と業務プロセス
の改善をしなければならないし、そうすれば
製造原価や廃棄物発生量の削減も実現でき
る。そのためにサイクルタイムの短縮や品質
の評価、生産量に対する資源投入量、廃棄物
の排出量などの指標を用いる。「学習と成長
の視点」においては、サイクルタイムの短縮
や品質の高評価、資源の投入量や廃棄物の排
出量削減などを実現するために業務スキルの
向上や情報共有などを実施しなければなら
ず、そのために業務技術の把握度、情報シス
テムの利用度などの指標を用いる。
� 以上のように、エコ・エフィシェンシー指
標には「経済」と「環境」の二つの要素が含
まれており、分子である経済パフォーマンス
指標と分母である環境パフォーマンス指標を
同時に向上させることにより、指標の向上を
図るものである。また SBSC にエコ・エフィ
シェンシー指標を用いることにより、経済パ
フォーマンス指標と環境パフォーマンス指標
を同時に組み入れることができる。さらに、
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企業はこの二つの指標の因果関係を分析した
上で各視点に関連性のある指標を設け、それ
らを現場の仕事に落とし込むことにより、経
済と環境に関する行動を明確にすることが
できる。そして、最終的に自社に適合的な
SBSC のフレームワークを構築することがで
きると考えられる。

2.3　 エコ・エフィシェンシーの問題点及び
SBSCとの統合による問題点の改善

� 既述のようにエコ・エフィシェンシーは、
経済パフォーマンス指標と環境パフォーマン
ス指標の比率である。しかし、仮に経済パ
フォーマンス指標を分子、環境パフォーマ
ンス指標を分母とした場合、たとえ環境パ
フォーマンス指標が悪化しても経済パフォー
マンス指標が向上しただけでエコ・エフィ
シェンシー指標が向上してしまうという問
題点が指摘されている（岡，2010:97）。つま
り、エコ・エフィシェンシーの分子と分母の
関連性が弱ければ、エコ・エフィシェンシー
の数値が高くなっても環境パフォーマンス指
標自体は必ずしも良くなるとは言えない場合
がある。
� WBCSD（2000:20-34）は、エコ・エフィ
シェンシーにおける経済パフォーマンス指標
と環境パフォーマンス指標の具体例を数多く
紹介しているが、Jasch（2009:59-60）は経済
パフォーマンス指標が環境パフォーマンス指
標以外の要因の影響を受けたり、生産への直
接的な関係がない指標を用いると、エコ・エ
フィシェンシー指標の解釈が困難になるし、
合理的でもないと指摘している。例えば、醸
造所のエコ・エフィシェンシー指標として、
水資源投入量当たりの売上高と水資源投入
量当たりの利益を比較すると、売上高は利益
よりも原材料投入量と密接に関連しているの
で、前者の方がより適切、後者の方がより不

適切な指標と言える（Jasch,�2009:60）。
� また、企業は、エコ・エフィシェンシー
指標向上のために環境保全活動と経済向上
のための活動を別々に行っているとも指摘
されている（岡，2010:97）。換言すれば、エ
コ・エフィシェンシー指標における環境保全
活動と利益獲得を目指す活動は、その関連
性が非常に脆弱であるのが現状である（岡，
2010:97）。
� 経済パフォーマンス指標と環境パフォーマ
ンス指標をともに向上させてエコ・エフィ
シェンシー指標を向上させるためには、環境
保全活動と経済向上活動が別々に行われるこ
とを避けなければならない。では、どのよ
うにして双方の活動の関連性を構築すれば
よいのか。そのひとつとしてエコ・エフィ
シェンシーを SBSC に統合することが考えら
れる。例えば、岡（2010）は、次のように説
明している。まず、SBSC の「学習と成長の
視点」において、従業員にエコ・エフィシェ
ンシーという概念を理解させるための環境教
育を行う。この教育を通して、環境パフォー
マンス指標が向上すればエコ・エフィシェン
シー指標が向上するということを従業員に伝
え、同指標に対する責任を持たせ、その向上
を報酬などのインセンティブに繋げる。従業
員は、エコ・エフィシェンシー指標を日常業
務に落とし込み、企業の環境保全活動と経済
活動をリンクさせる。また「内部業務プロセ
スの視点」において、環境コストマネジメン
トによるコスト分析を通してロスの多い箇所
を発見し、改善・改革などの管理施策を通し
て経済パフォーマンス指標の向上を図る。そ
れとともにマテリアル・資源消費量などの低
減による環境パフォーマンス指標の向上も実
現できる。このように経済パフォーマンス指
標と環境パフォーマンス指標が同時に向上す
ることによって、資源生産性の向上が実現す
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る。そして、最終的に「財務の視点」におけ
る企業業績の改善へとつながっていく（岡，
2010:98）。
� 上記のエコ・エフィシェンシーと SBSC の
統合を著者自身が簡単な例を挙げて説明す
る。企業はエコ・エフィシェンシー指標を

「売上高÷マテリアル・資源消費量」と設定
する。「財務の視点」においては、売上高を
向上させるために価格低減を行う。「顧客の
視点」においては、競合他社よりも低い価格
を通して顧客のロイヤリティを高める。「業
務プロセスの視点」においては、価格低減を
実現するためにマテリアル・資源消費量の削
減を行う。「学習と成長の視点」においては、
売上高とマテリアル・資源消費量とのつなが
りを従業員に教育し、エコ・エフィシェン
シーという概念に対する理解の促進、ならび
にマテリアル・資源消費量削減のための業務
改善スキルの向上を図る。
� 以上のように SBSC との統合を通して、エ
コ・エフィシェンシーの指標と関連付けた指
標を SBSC の各視点において設定することが
できるし、これらの指標を現場の仕事に落と
し込むことで環境保全活動と経済活動を繋げ
ることができる。また、これによりエコ・エ
フィシェンシー指標の向上は、経済パフォー
マンス指標と環境パフォーマンス指標の同時
向上によって実現することにもなる。

3.  エコ・エフィシェンシー分析によるMFCA
とSBSCとの統合

� 既述のように MFCA と SBSC、エコ・エ
フィシェンシーの二者間の統合により、各々
の問題点を改善することができると考えら
れるが、本稿ではさらに MFCA、SBSC、エ
コ・エフィシェンシーの3つのツール間の統
合を通じて、より効率的にその問題点を改善
し、より効果的にその役割を果たせるのでは

ないかと考えている。よって、以下では、こ
の三者間統合の可能性について考察する。
� Möller&Schaltegger（2005:75）は MFCA、
SBSC、エコ・エフィシェンシーの統合の可
能性について次のように説明している。企業
経営の意思決定に価値のあるサポートを提
供するために異なるニーズ、戦略目標、戦
略、資源と能力、及びこれらの領域の間の因
果関係を表す財務と非財務の指標のバランス
のとれたシステムが企業の管理者には必要で
ある。BSC は企業のニーズによってそのフ
レームワークを自由に構築できるので、環境
と社会というサステナビリティの要素を入れ
ることにより、財務と非財務の指標のバラン
スのとれたシステムになる。一方、サステナ
ビリティの要素を入れた BSC（SBSC）には
新しいデータソースが必要となるが、この点
で役割を果たすのがエコ・エフィシェンシー
分析である。
� Möller&Schaltegger（2005:73-82） は、 エ
コ・エフィシェンシー分析のこの役割につい
て次のように述べている。まず SBSC は、そ
のフレームワークとして企業の情報管理や
データ収集を促し、戦略目標を実現できる。
次に企業は、エコ・エフィシェンシー分析に
より環境パフォーマンスと経済パフォーマン
スの双方を把握できるため、エコ・エフィ
シェンシー指標は企業にとってサステナビリ
ティの二つの側面（環境と経済）を判断し、
コントロールできる適切な業績評価指標と見
なされる。そしてエコ・エフィシェンシー分
析は、情報やデータを加工することができる
ため SBSC とマテリアル・エネルギーフロー
による環境情報システムとの間の架け橋とも
見なされ、このマテリアル・エネルギーフ
ローによる環境情報システムとして MFCA
を用いることができる。
� 図2は、戦略マップにエコ・エフィシェン
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シー指標を埋め込んだ SBSC を示している。
図2により、エコ・エフィシェンシーによる
意思決定と SBSC の視点間との関係づけがう
かがえる。
� SBSC は、企業の持続可能な発展のために
経済と環境の双方に注目した業務評価ならび
に戦略策定のシステムである。したがって
SBSC には、より完全なデータソースとデー

タ分析の体系が必要である。MFCA は、環
境管理会計の中で情報の基盤に位置づけら
れ、「正の製品」と「負の製品」に関する製
品の物量とコスト情報のデータソースを提供
する。一方、エコ・エフィシェンシーは対象
製品のライフサイクル（Life-cycle）を通じ
てライフサイクルインベントリ１（Life-Cycle�
Inventory）という手法及びインパクトアセ

図2　エコ・エフィシェンシー指標を埋め込んだ戦略マップ、SBSC

出所：�Möller,A.� and�S.� Schaltegger�（2005）:The�Sustainbility�Balanced�Scorecard�as� a� framework� for�Eco-efficiency�
Analysis,�in:�Journal�of�Industrial�Ecology�9（4）,�p.79.

図3　 環境情報システムのコンポーネント（BSC のコンポーネントを含める）（LCI=life-cycle inventory, 
LCIA=life-cycle impact assessment,E/E=eco-efficiency.）

出所：�Möller,A.� and�S.� Schaltegger�（2005）:The�Sustainbility�Balanced�Scorecard�as� a� framework� for�Eco-efficiency�
Analysis,�in:�Journal�of�Industrial�Ecology�9（4）,�p.80.
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スメント（影響評価）を行うことにより、ラ
イフサイクルにおける二酸化炭素排出量や消
費金属資源量、廃棄物発生量などの環境負
荷情報を提供できる。そしてエコ・エフィ
シェンシー分析は、その指標の特徴により
MFCA から得られるデータや情報をぞれぞ
れの企業のニーズに応じて加工・処理するプ
ロセスとも見なされる。したがって SBSC に
必要な新しいデータの収集と分析のためにエ
コ・エフィシェンシー分析は重要な役割を
果たせると考えられる。図3は、環境情報シ
ステムの構成要素を示したものである。図3
により MFCA、エコ・エフィシェンシー分
析、SBSC と戦略マップの3種類の分析ツー
ル（構成要素）の関係と情報の流れが分かる

（Möller&�Schaltegger,�2005:79-80）。

三、�中国におけるMFCA、SBSC、
エコ・エフィシェンシーの統合
に関する研究とアンケート調査
に基づく実態分析

1.  中国におけるMFCA、SBSC、エコ・エフィ
シェンシーの統合に関する研究

　中国国内において MFCA とエコ・エフィ
シェンシーの統合の可能性について考察した
研究として張・李（2014）がある。彼らによ
れば、MFCA はエコ・エフィシェンシーと
緊密に繋がっており、マテリアルフローコス
トの多少が企業の利益に直接的な影響を及ぼ
すだけでなく、社会全体の利益ならびに経済
発展にも影響を及ぼす。なぜなら、企業は環
境と経済の最適化を実現するためにマテリア
ルフローコストを重視しなければならず、そ

図4　 MFCA とエコ・エフィシェンシーとの関係図

出所：�張勁松・李沐瑶（2014）「エコ・エフィシェンシーによるマテリアルフローコスト会計の測定研究」コスト管理p.27。
筆者訳
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うしなければ環境汚染の原因となる「負の製
品のコスト」を発生させ、大量の資源を無駄
にしてしまう。その結果、エコ・エフィシェ
ンシーを引き下げ、資源のコストが増大する
ことになるからである（張・李，2014:26）。
� 図4は、MFCA とエコ・エフィシェンシー
との関係を示したものである。ここに示され
たように、製品の生産プロセスにおいて⑤、
⑥、⑦、⑧、⑨の「負の製品」が産出され、
環境汚染の源になる。この対策を何もせずに

「正の製品」の産出率を向上させるためには、
引き続き追加的な資源投入が必要であり、結
果として生態のバランスをさらに壊すことに
なる。エコ・エフィシェンシーを向上させる
ためには「負の製品のコスト」を削減する
必要性、具体的には①、②、③の投入と⑤、
⑥、⑦、⑧、⑨の産出の双方を低減しなげれ
ばならないと張・李（2014:26-31）は指摘し
ている。
� 以上のようにエコ・エフィシェンシーは、
製品の生産プロセスにおける環境へのインパ
クトならびにマテリアル・資源の利用効率を
表す。よって MFCA による製造プロセスの
改善を評価するためにエコ・エフィシェン
シー指標を利用することができると考えられ
る。
� 中国において MFCA と SBSC の統合につ
いて考察した研究は見つからないが、MFCA
と環境配慮型業績評価２の統合について考察
した研究は存在する。
� 趙・万・胡（2016:80-83）によると、MFCA
は伝統的原価計算と異なり、企業内部の生産
プロセスにおけるマテリアルの流れを追跡
し、製品の製造プロセスを透明化させ、物量
と金額という二つの側面から負の製品の情報
を表出する。これにより企業は非効率な製造
プロセスを発見し、さらに改善することによ
り、資源の利用効率を高め、マテリアルとエ

ネルギーの投入を削減し、廃棄物の排出を減
少させることができる。このための計算体
系は、趙・万・胡（2016:80-83）が示した企
業の環境配慮型業績評価の中の①環境管理レ
ベル、②廃棄物排出レベル、③企業と環境に
関する財務指標ならびに④資源循環利用効率
の4つの側面に影響を及ぼす。そして MFCA
は伝統的原価計算では把握し難い廃棄物情報
を発見できるため、企業の環境配慮型業績評
価の指標設計に対して大きな意義を持ってい
る。それとともに MFCA を環境配慮型業績
評価システムに含めることにより、MFCA
の応用を拡大することができ、環境配慮型業
績評価体系の構築を改善できる。
　前述のように SBSC は、財務、顧客、内部
業務プロセス及び学習と成長という4つの視
点の中にそれぞれ業績評価指標（KPI）を入
れ、さらに環境と社会的側面を追加的に含め
たより全面的な環境配慮型業績評価システ
ムである。さらに SBSC は、戦略マップを同
時併用することにより、環境経営を促進する
ための戦略の策定ならびに実行が可能な環境
配慮型業績評価システムでもある。したがっ
て、中国における MFCA と環境配慮型業績
評価との統合に関する先行研究は、環境配慮
型業績システムに属する SBSC と MFCA を
統合できる可能性があることを示唆している
と言える。具体的には、次のような統合の仕
方を考えることができる。まず MFCA は、
既に説明してきた通り、物量情報とコスト
情報の両方を測定・管理している。企業は、
この MFCA 情報を SBSC で用いることによ
り、環境経営に関する戦略の策定と実行に役
立てることができる。また、企業は MFCA
の情報を用いて SBSC における各視点の中の
指標の設計や分析を行うことができる。さら
に、これらの指標を日常業務に落とし込ん
で、全社的に経済活動と環境保全活動を推進
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することができる。そして最終的に経済パ
フォーマンスと環境パフォーマンスの双方を
向上させることができる。

2.  中国の製造業に対するアンケート調査に
基づく研究

� これまでは、先行研究をもとに MFCA、
SBSC、エコ・エフィシェンシーの3つの環境
配慮型マネジメントツールの統合可能性につ
いて考察してきた。この節では、中国の製造
企業に対するアンケート調査をもとに、実際
にこの3つの環境配慮型マネジメントツール
が統合される可能性があるのかどうか、その
実態を探る。

2.1　アンケート調査の概要
� 中国各省の中でも工業と経済が非常に発展
している浙江省、江蘇省、山東省の3つの省
を選択し、その中の特大型、大型、中型製造
企業３1,334社を対象に2019年4月アンケート
調査の電子版を送付し、同年7月までに489社
から回答を得た。有効回答率は36.7％である。
� 主な質問項目は、企業の基本的状況、環
境 配 慮 意 識、 環 境 配 慮 型 手 法 の 認 知 度、
MFCA の利用状況（利用しない理由、実施
する理由及び成果）、SBSC の利用状況（利
用しない理由、実施する理由及び成果）、エ
コ・エフィシェンシーの利用状況（利用しな
い理由、実施する理由及び成果）である。
� 回答企業の基本状況は以下の通りである。
 （1）�回答企業の所在地域：浙江省169社、江

蘇省209社、山東省111社
 （2）�回答者の担当職務：一般財務55人、経

営管理133人、生産180人、会計監査9
人、環境関連15人、その他97人

 （3）�回答企業の業種構成４：食品・飲料加工
製造業22社、紡績・服装加工製造業22
社、木材・家具製品53社、印刷製紙工
業14社、石油工業4社、化学工業31社、
製薬工業32社、繊維製品7社、ゴム・プ
ラスチック製品27社、その他非金属鉱
物3社、冶金工業13社、金属製品49社、
通用専用設備製造業53社、交通輸送用
設備42社、電力機器製造業50社、通用
設備・電子設備産業39社、廃棄資源回
収加工業2社、その他製品26社

 （4）�回答企業の上場有無：上場企業85社、
非上場企業404社

 （5）�回答企業の規模：特大企業26社、大型
企業134社、中型企業329社

� 表4は、様々な環境配慮型マネジメント
ツ ー ル５ の う ち MFCA、SBSC、 エ コ・ エ
フィシェンシーが実際にどれぐらい利用され
ているかを示したものである。最も利用さ
れていたのは MFCA で、489社のうち73社

（14.9％）が利用しており、SBSC とエコ・エ
フィシェンシーはそれぞれ55社（11.2％）が
利用していた。なお、489社の企業が利用し
ていた環境配慮型マネジメントツールの総数
は916であったが、そのうちの割合でみると
MFCA は7.9％、SBSC とエコ・エフィシェ
ンシーは6.0％であった。

表4　環境配慮型マネジメントツール利用状況
（設問内容：貴社は以下のどの環境配慮型マネジメントツールを利用されていますか？（複数回答可））

環境配慮型マネジメントツール 企業数 企業数に
対する比率

利用されていた環境配慮型
マネジメントツール総数に対する比率

MFCA 73 14.9% 7.9%
SBSC 55 11.2% 6.0%
エコ・エフィシェンシー 55 11.2% 6.0%
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� 表5は、MFCA、SBSC、エコ・エフィシェ
ンシーを単独で利用している場合と同時に利
用している場合の状況を示している。それ
が示す通り、MFCA のみを利用している企
業は38社（7.8％）、SBSC のみを利用してい
る企業は19社（3.9％）、エコ・エフィシェン
シーのみを利用している企業は24社（4.9％）
であり、全般的には単独利用の方が多いが、
中には同時に利用している企業も存在した。
表5に示した通り、MFCA と SBSC を同時に
利用している企業は12社（2.45%）、MFCA
とエコ・エフィシェンシーを同時に利用して
いる企業は7社（1.43%）、SBSC とエコ・エ
フィシェンシーを同時に利用している企業は
8社（1.64%）であった。さらに本研究で考察
している MFCA、SBSC、エコ・エフィシェ
ンシーの三つの環境配慮型マネジメントツー
ルを同時に利用している企業は16社（3.27%）
存在した。この16社は MFCA、SBSC、エ
コ・エフィシェンシーを既に統合もしくは今
後統合していく可能性があると考えられる。

2.2　単独利用と同時利用の成果の比較
� アンケート調査では、あらかじめ用意し
た選択肢をもとに MFCA、SBSC、エコ・エ
フィシェンシー導入の成果として最も高いも
のを上から順に5つあげてもらった。次にこ
れらのデータを社団法人日本電機工業会・株
式会社三菱総合研究所（2007）が家電製品を
購入する際に消費者が重視する点について分

析を行った際に採用した手法にならって次に
ように処理した。まず、選択肢ごとに1位か
ら5位までの回答数の割合を集計する。次に1
位に5、2位に4、3位に3、4位に2、5位に1を
加重する。そして1位から5位まで加重した回
答数の割合の合計を重みの合計15で割る。最
後に、計算できた重み付け値を比較してラン
キングを出す。以下、このランキングが単独
利用と3つの同時利用の場合でどのように異
なるのかを見ていく。

2.2.1　MFCA導入の成果
　表6は MFCA 導入の成果を比較したもの
である。MFCA 導入の成果として、単独利
用と同時利用の双方とも「企業の財務状況が
向上した」が最上位であった。単独利用の場
合、2番目に高かったのは「新しいコスト削
減の方法を発見した」、次いで「企業の競争
力が向上した」と「企業の持続可能な発展を
図った」、そして「環境負荷の削減に伴って、
企業と政府の関係を緩和した」の順であっ
た。一方、同時利用の場合、2番目に高かっ
たのは「企業のイメージアップを図った」、
次に「企業の持続可能な発展を図った」、そ
の後は「新しいコスト削減の方法を発見し
た」、「環境負荷の削減に伴って、企業と政府
の関係を緩和した」と「政府の優遇政策（税
金減免、融資優遇等）を獲得した」の順で
あった。

表5　 MFCA、SBSC、エコ・エフィシェンシーの単独利用と同時利用の状況

MFCA、SBSC、エコ・エフィシェンシーの統合利用 企業数 企業数（489社）に対する比率
MFCA のみ 38 7.77%
SBSC のみ 19 3.89%
エコ・エフィシェンシーのみ 24 4.91%
MFCA と SBSC 12 2.45%
MFCA とエコ・エフィシェンシー 7 1.43%
SBSC とエコ・エフィシェンシー 8 1.64%
MFCA、SBSC とエコ・エフィシェンシー 16 3.27%
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� MFCA 導入の成果は、単独利用の場合で
も同時利用の場合でも「財務状況が向上し
た」という点が最も高く評価された。そし
て、双方とも MFCA は企業の持続可能な発
展ならびに環境保全活動の促進による政府と
の関係の緩和に有効であると評価し、その優
先順位はそれぞれ3番目と5番目であった。こ
れらのことから単独利用の場合でも同時利用
の場合でも、MFCA は財務向上に効果あり、
企業の持続可能な発展と環境保全活動の促進
においても相対的に同程度の効果をもたらす
と推測することができる。
� 評価が異なった点を見ると、単独利用の場
合、MFCA の成果として「新しいコスト削
減の方法を発見した」という選択肢は2番目
に評価が高かったが、同時利用の場合は4番
目であった。「企業の競争力が向上した」と
いう選択肢も単独利用の企業は3番目に高い

評価であったが、同時利用の場合は7番目で
あった。
� 「企業のイメージアップを図った」という
選択肢については、単独利用の場合、6番目
に高い評価に対して同時利用の場合は2番目
であった。「政府の優遇政策（税金減免、融
資優遇等）を獲得した」に関しても単独利用
の場合は8番目に高い評価に対して、同時利
用の場合は5番目であった。この違いは、単
独利用よりも同時利用の方が、環境配慮経営
に対する外部利害関係者の評価が高くなる可
能性があることを示唆していると思われる。
� 前節（二、2.1）で述べたように MFCA の
問題点のひとつとして、企業が MFCA をコ
スト削減の手法として位置付けるあまり環
境保全効果を過小評価し、そのことが逆に
MFCA の導入や継続の阻害になるという点
があった（伊藤，2009:36；國部，2018:95）。

表6　 MFCA 導入の成果の比較１

（設問内容：貴社は、企業が積極的に MFCA を導入すると、どのような成果を企業にもたらすと思われます
か？上位5番目まで選択肢に優先順位をつけてください。）

MFCA による成果 MFCA を単独に
利用した企業（38社）

MFCA、SBSC とエコ・
エフィシェンシー同時

利用の企業（16社）

選択肢 重み付け値
（%） ランキング 重み付け値

（%） ランキング

企業の財務状況が向上した 16.84 1 17.50 1
新しいコスト削減の方法を発見した 15.61 2 12.50 4
環境負荷の削減に伴って、企業と政府の関係を緩和した 11.40 5 10.00 5
政府の優遇政策（税金減免、融資優遇等）を獲得した 7.02 （8） 10.00 5
企業のイメージアップを図った 11.23 （6） 16.25 2
企業の競争力が向上した 14.21 3  8.33 （7）
企業の持続可能な発展を図った 14.21 3 15.83 3
企業にとって長期的視野を獲得できた  8.25 （7）  7.92 （8）
国際取引の際の企業ピーアールとなった  1.23 （9）  1.67 （9）
その他  0.00 （10）  0.00 （10）

１　�表の中の重み付け値とランキングは、日本電機工業会・三菱総合研究所（2007）pp.148-149ならびに李・宋・李（2019）
pp.17-23にならって、次のように算出した。重み付け値は、各データに加重して指数化した値であり、その計算式は、以
下の通りである。

�
x1w1+x2w2+x3w3+…+xnwn
� w1+w2+w3+…+wn

w－＝

　�ここで w－ は重み付け値（%）、x は各選択肢における1位から5位までの各順位の回答数の割合（%）、w は加重値（1位に
5、2位に4、3位に3、4位に2、5位に1）を表す。重み付け値が大きいほど、優先順位の程度が高い。また同じ重み付け値
の場合は同じ順位である。ランキングは、重み付けの優先順位をもとに行い、6位以下に関しては（　）内に表記してい
る。
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MFCA 導入の成果としてアンケート調査で
は「新しいコスト削減の方法を発見した」と
いう選択肢は、単独利用の場合、2番目に高
い評価であったが、同時利用の場合は4番目
であった。むしろ同時利用の場合、「企業の
イメージアップを図った」と「企業の持続可
能な発展を図った」が「新しいコスト削減の
方法を発見した」よりも高く評価されてい
た。このことは、MFCA を単独利用するの
ではなく SBSC、エコ・エフィシェンシーと
同時利用することにより、MFCA の問題点
のひとつであるコスト削減を過度に重視し、
環境保全効果を過小評価するという状況を緩
和できる可能性があることを示唆していると
思われる。

2.2.2　SBSC導入の成果
� 表7は SBSC 導入の成果を比較したもので
ある。単独利用の場合、SBSC 導入の成果と
して「企業の持続可能な発展を図った」が最
も高く、次いで「環境保全活動の促進に伴っ

て、企業と政府の関係を緩和した」、「企業の
財務状況が向上した」と「企業の競争力が
向上した」、「新しい業績評価方法を発見し
た」の順であった。一方、同時利用の場合、
SBSC 導入の成果として「新しい業績評価方
法を発見した」が最も高く評価され、次い
で「企業の財務状況が向上した」と「企業の
イメージアップを図った」、「企業の持続可能
な発展を図った」、「政府の優遇政策（税金減
免、融資優遇等）を獲得できた」の順であっ
た。
� ｢企業の財務状況が向上した｣ という選択
肢に関しては、単独利用の場合は3番目、同
時利用の場合は2番目に高く評価されている
ことから、SBSC には財務向上の効果がある
と思われる。
� しかし、これ以外では大きい違いが見られ
た。まず、SBSC 導入の成果として最も高く
評価された2つの選択肢を見ると、単独利用
の場合は「企業の持続可能な発展を図った」
と「環境保全活動の促進に伴って、企業と政

表7　 SBSC 導入成果の比較
（設問内容：貴社は、企業が積極的に SBSC を導入すると、どのような成果を企業にもたらすと思われます
か？上位5番目まで選択肢に優先順位をつけてください。）

SBSC による成果 SBSC を単独に
利用した企業（19社）

MFCA、SBSC とエコ・
エフィシェンシー同時

利用の企業（16社）

選択肢 重み付け値
（%） ランキング 重み付け値

（%） ランキング

企業の財務状況が向上した 11.23 3 12.92 2
新しい業績評価方法を発見した 10.88 5 14.17 1
環境保全活動の促進に伴って、企業と政府の関係を緩和
した

13.33 2 10.83 （6）

政府の優遇政策（税金減免、融資優遇等）を獲得できた 9.12 （7） 11.25 5
企業のイメージアップを図った 9.82 （6） 12.92 2
企業の競争力が向上した 11.23 3 7.50 （7）
企業の持続可能な発展を図った 16.14 1 12.08 4
企業にとって長期的視野を獲得できた 6.67 （8） 5.42 （8）
従業員の環境保全意識が向上した 4.56 （9） 4.58 （10）
環境パフォーマンスが向上した 4.21 （10） 5.42 （8）
国際取引の際の企業ピーアールとなった 2.81 （11） 2.92 （11）
その他 0.00 （12） 0.00 （12）
注：表６と同じ
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府の関係を緩和した」であったが、同時利用
の場合は「新しい業績評価方法を発見した」
と「企業の財務状況が向上した」、「企業のイ
メージアップを図った」であった。
� さらに「政府の優遇政策（税金減免、融資
優遇）を獲得できた」という選択肢に関し
ては、単独利用の場合が7番目に高い評価で
あったのに対して、同時利用の場合は5番目
であった。「企業のイメージアップを図った」
という選択肢に関しても、単独利用の場合は
6番目に高い評価であったが、同時利用の場
合は2番目であった。MFCA と同じように同
時利用の企業は、環境配慮経営に対する外部
利害関係者の評価が高くなると評価している
と思われる。
� 最後に「環境パフォーマンスが向上した」
という選択肢はともに上位ではなかったが、
単独利用の場合で10番目、同時利用の場合で
8番目に高い評価であった。このことは、単
独利用よりも同時利用の方が、SBSC による
環境パフォーマンスの向上効果が相対的に高

くなることを示唆していると思われる。前節
（二、2.2）で紹介したように SBSC の問題点
として、環境や社会という新しい視点を組み
入れることにより、各視点・指標間の因果連
鎖構築が複雑になるという点があった（岡，
2010:97）。この因果連鎖構築が複雑なままで
は、環境パフォーマンスの向上は期待できな
いであろう。よって単独利用よりも同時利用
において環境パフォーマンスの向上効果が
相対的に高くなったということは、SBSC を
MFCA、エコ・エフィシェンシーと同時利
用することにより、この因果連鎖構築の複雑
さが緩和される可能性があることを示唆して
いると思われる。

2.2.3　エコ・エフィシェンシー導入の成果
� 表8はエコ・エフィシェンシー導入の成果
を比較したものである。単独利用の場合、

「企業の環境配慮型生産効率指標を発見した」
が最も高い評価であり、次いで「環境保全活
動の促進に伴って、企業と政府の関係を緩和

表8　エコ・エフィシェンシー導入成果の比較
（設問内容：貴社は、企業が積極的にエコ・エフィシェンシーを導入すると、どのような成果を企業にもた
らすと思われますか？上位5番目まで選択肢に優先順位をつけてください。）

エコ・エフィシェンシーによる成果
エコ・エフィシェンシー
を単独に利用した企業

（24社）

MFCA、SBSC とエコ・
エフィシェンシー同時

利用の企業（16社）

選択肢 重み付け値
（%） ランキング 重み付け値

（%） ランキング

企業の財務状況が向上した 12.22 4 12.08 4
企業の環境配慮型生産効率指標を発見した 14.17 1 10.42 5
環境保全活動の促進に伴って、企業と政府の関係を緩和
した

13.61 2 13.33 3

政府の優遇政策（税金減免、融資優遇等）を獲得した 10.28 5 9.17 （6）
企業のイメージアップを図った 10.00 （6） 13.75 1
企業の競争力が向上した 9.17 （7） 5.42 （9）
企業の持続可能な発展を図った 12.50 3 13.75 1
企業にとって長期的視野を獲得できた 4.72 （10） 5.42 （9）
経済パフォーマンスが向上した 6.39 （8） 7.08 （7）
環境パフォーマンスが向上した 5.83 （9） 7.08 （7）
国際取引の際の企業ピーアールとなった 1.11 （11） 2.50 （11）
その他 0.00 （12） 0.00 （12）
注：表６と同じ

－221－

環境経営促進のためのエコ・エフィシェンシー分析による MFCA と SBSC の統合可能性についての研究



した」、「企業の持続可能な発展を図った」、
「企業の財務状況が向上した」、「政府の優遇
政策（税金減免、融資優遇等）を獲得した」
の順であった。他方、同時利用の場合は「企
業のイメージアップを図った」と「企業の持
続可能な発展を図った」が最も評価が高く、
次いで「環境保全活動の促進に伴って、企業
と政府の関係を緩和した」、「企業の財務状況
が向上した」、「企業の環境配慮型生産効率指
標を発見した」の順であった。
� 「環境保全活動の促進に伴って、企業と政
府の関係を緩和した」という選択肢は、単独
利用の場合で2番目、同時利用の場合で3番目
に評価が高かった。よってエコ・エフィシェ
ンシーは、環境保全活動の促進に有効である
と推測できる。同じように「企業の財務状況
が向上した」という選択肢も単独利用・同時
利用の双方において4番目に高い評価であり、
エコ・エフィシェンシー導入の相対的成果と
しては大きな差はない。しかし、以下の点で
は違いが見られた。
� まず、単独利用の場合、エコ・エフィシェ
ンシー導入の成果として「企業の環境配慮型
生産効率指標を発見した」が最も高く評価さ
れていたのに対して、同時利用では「企業の
イメージアップを図った」と「企業の持続可
能な発展を図った」であった。換言すれば、
同時利用の企業は、エコ・エフィシェンシー
を単なる環境配慮型生産効率指標として用い
るのではなく、MFCA と SBSC と併用する
ことにより、企業の持続可能な発展とイメー
ジアップなど、より長期的な企業価値を実現
しようとしていると推測することができる。
　「環境パフォーマンスが向上した」という
選択肢は、単独利用の場合で9番目であった
が、同時利用の場合はそれよりも上の7番目
の評価であった。このことは、前節（二、
2.3）で明らかにした環境パフォーマンスが

悪化しても経済パフォーマンスが向上するた
けでエコ・エフィシェンシー指標が上がると
いうエコ・エフィシェンシーの分数式の問題
点（岡，2010:97） が MFCA、SBSC と の 同
時利用により緩和される可能性があることを
示唆していると思われる。

2.3　 環境経営促進のために必要なツールの
比較

� アンケート調査では、あらかじめ用意した
選択肢をもとに環境経営促進のために必要な
環境管理会計技法（ツール）の上位5つをあ
げてもらった。この結果を MFCA、SBSC、
エコ・エフィシェンシーの3つを同時利用し
ているグループ（19社）とそうでないグルー
プ（未利用の企業も含めて473社）に分けて、
2.2節と同様の方法でそのランキングを示し
たものが表9である。
� 同時利用している企業とそうでない企業
は、いずれも環境経営促進のために「マテ
リアル（原材料、資源）のフローを物量と
コストで測定できるツール」の必要性を最も
高く評価していた。同時利用していない企業
は、次に必要なツールとして「環境保全活動
のためのコストを集計できるツール」、次い
で「設備投資における環境面でのコストベネ
フィットを測定するツール」、「製品の環境貢
献及び環境配慮の度合いを評価するツール」、

「環境負荷の社会的影響（企業の外部コスト）
を経済的に評価するツール」の順であった。
同時利用している企業の場合は、2番目に必
要なツールが「エネルギーのフローを物量と
コストで測定できるツール」、次いで「製品
ごとの環境インパクトを計算するツール」、

「製品の環境貢献及び環境配慮の度合いを評
価するツール」、「環境配慮型製品の開発を支
援するツール（LCA、DFE/ 環境配慮設計、
環境アセスメント等）」の順であった。

－222－

Journal of East Asian Studies



� 同時利用している企業とそうでない企業
は、環境経営促進に必要なツールとして「マ
テリアル（原材料、資源）のフローを物量
とコストで測定できるツール」を最も高く、

「製品の環境貢献及び環境配慮の度合いを評
価するツール」を4番目に高く評価している
点では同じであったが、その他の面では大き
な違いが見られた。
� まず、同時利用している企業は、環境経営
促進に必要なツールとしてマテリアルフロー
の測定のツールだけではなく「エネルギーの
フローを物量とコストで測定できるツール」
も高く評価（2番目）した６が、そうでない企
業での評価は低かった（7番目）。前節（二、
1.1）で紹介したように MFCA は、マテリア
ルフローとエネルギーフローの両方を物量と
金額で測定・分析するツールである。した

がって、この結果は、同時利用している企業
は、そうでない企業と比べて、環境経営促進
のツールとして MFCA の必要性を高く評価
していると言える。
� また、同時利用している企業は「製品ごと
の環境インパクトを計算するツール」（3番目）
と「製品の環境貢献及び環境配慮の度合いを
評価するツール」（4番目）の必要性を高く評
価していた。表3に示したエコ・エフィシェ
ンシーは、製品の評価と製品プロジェクトの
評価を評価に焦点を当てた指標設定が可能で
ある。したがって、この結果は、同時利用し
ている企業においてエコ・エフィシェンシー
が環境経営の促進に有用であると評価されて
いることを示唆していると推測することがで
きる。
� このように MFCA とエコ・エフィシェン

表9　環境経営を促進するために必要なツールに対する評価の比較
（設問内容：環境経営を促進するために、下記に示した環境管理会計技法の開発と発展のうち、どれが必要
だと思われますか？上位から5番目まで選択肢に優先順位をつけてください。）

環境経営を促進するための必要なツール
MFCA、SBSC とエコ・
エフィシェンシー同時

利用せず（473社）

MFCA、SBSC とエコ・
エフィシェンシー同時

利用（16社）

選択肢 重み付け値
（%） ランキング 重み付け値

（%） ランキング

マテリアル（原材料、資源）のフローを物量とコストで
測定できるツール

14.38 1 22.08 1

エネルギーのフローを物量とコストで測定できるツール 8.50 （7） 12.92 2
環境保全活動のためのコストを集計できるツール 11.23 2 6.25 （7）
製品ごとの環境インパクトを計算するツール 8.51 （6） 11.25 3
製品の環境貢献及び環境配慮の度合いを評価するツール 10.47 4 10.42 4
環境負荷の社会的影響（企業の外部コスト）を経済的に
評価するツール

9.20 5 2.92 （12）

製品のライフサイクルにおけるコストを評価するツール 8.02 （8） 4.58 （10）
設備投資における環境面でのコストベネフィットを測定
するツール

10.49 3 7.08 （6）

環境保全活動等の予算を合理的に算定するツール 5.74 （9） 5.00 （9）
環境保全プロジェクトの策定と評価を支援するツール 3.96 （12） 4.17 （11）
環境配慮型の業績評価を支援するツール 4.90 （10） 5.42 （8）
環境配慮型製品の開発を支援するツール（LCA、DFE/
環境配慮設計、環境アセスメント等）

4.59 （11） 7.92 5

注：（1）分析方法：表6と同じ
　　（2）�出所：株式会社日本能率協会コンサルティング（2010）『次世代環境管理会計調査事業報告書』経済産業省委託事

業 p.27を参照し、「その他（上記以外の環境管理会計技法）」という選択肢の代わりに「製品ごとの環境インパクト
を計算するツール」と「製品の環境貢献及び環境配慮の度合いを評価するツール」を追加した。
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シー指標は、環境経営促進のために必要であ
ると同時利用している企業から高く評価され
ていることが分かる。

四、おわりに
� 本研究では、先行研究のサーベイならびに
中国製造企業に対するアンケート調査を通し
て MFCA、SBSC、エコ・エフィシェンシー
の3つの環境配慮型マネジメントツールの統
合とそれによる各ツールの問題点の改善の可
能性について考察した。主な結論は、以下の
通りである。
１．�先行研究のサーベイに基づくインプリ

ケーション：
①� MFCA は、SBSC との統合により、

生産マネジメントと現場従業員との
間のコミュニケーション障壁ならび
にコスト削減効果を重視し過ぎるあ
まり環境保全効果を軽視してしま
うという問題点を改善できる。また
SBSC は、エコ・エフィシェンシー
との統合を通じて、指標間・視点間
の因果関係構築が難しいという問題
点を緩和できる。エコ・エフィシェ
ンシーは、SBSC と統合するによ
り、環境パフォーマンスが悪化して
も経済パフォーマンスが向上するだ
けでエコ・エフィシェンシー指標が
向上してしまうという分数式の問題
点を改善できる。統合によるこれら
の問題点の改善は、企業の環境経営
をより促進させることになろう。

②� MFCA、SBSC、エコ・エフィシェ
ンシーに関する中国国内の研究は
まだ初期段階にあるが、その中で
MFCA とエコ・エフィシェンシー
の統合、MFCA と環境配慮型業績

評価システムの統合について考察
した研究が非常に数は少ないが存
在した。中国企業の SBSC は環境
配慮型業績評価の側面に BSC を応
用して派生していることが多いの
で、MFCA と環境配慮型業績評価
システムの統合に関する先行研究
は、MFCA と SBSC が統合しうる
可能性があることを示唆していると
考えられる。いずれにせよ、今後は
MFCA、SBSC、エコ・エフィシェ
ンシーの二者間統合から、エコ・
エフィシェンシー分析に基づいた
MFCA と SBSC の三者間統合につ
いての研究が中国国内において進む
と期待できる。

２．アンケート調査の結果：
①� MFCA、SBSC、エコ・エフィシェ

ンシーを単独に利用している企業だ
けではなく、2つを同時に利用して
いる企業や3つを同時に利用してい
る企業も確かに存在した。中国を含
めて3つの環境配慮型マネジメント
ツールの統合可能性を考察した先行
研究が幾つか存在したが、それだ
けでなく実際に MFCA、SBSC、エ
コ・エフィシェンシーの3つのツー
ルを同時に利用している企業が存在
したという事実は、本研究で提示し
たエコ・エフィシェンシー分析によ
る MFCA と SBSC の統合可能性が
非常に大きいことを示唆していると
考えられる。

②� MFCA に関しては、それを単独で
利用している場合でも、あるいは
SBSC とエコ・エフィシェンシーと
同時利用している場合でも、財務向
上の効果があること、企業の持続可
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能な発展ならびに環境保全活動促進
に有効であることがうかがえる。し
かし、単独利用の場合、MFCA の
成果として「新しいコスト削減の方
法を発見した」という点を高く評価
する傾向があるのに対して、同時利
用の場合は、これよりも「企業のイ
メージアップを図った」や「企業の
持続的な発展を図った」を高く評
価する傾向があった。このことは、
MFCA を SBSC、エコ・エフィシェ
ンシーと同時利用することにより、
コスト削減を重視し過ぎてしまうと
いう MFCA の問題点が改善される
可能性があることを示唆していると
考えられる。

� 　 SBSC に関しては、単独利用と同
時利用のいずれにおいても財務向上
に効果がある。しかし、同時利用の
企業は、単独利用の企業と比べて環
境配慮経営に対する外部利害関係者
の評価が高くなる点に SBSC の成果
をより見出していた。また同時利用
の企業は、単独利用の企業に比べる
と、SBSC による環境パフォーマン
ス向上の効果が相対的に高かった。
こ の こ と は、SBSC を MFCA、 エ
コ・エフィシェンシーと同時利用す
ることにより、視点・指標間の因果
連鎖構築が難しくなるという SBSC
の問題点が改善される可能性がある
ことを示唆している。

� 　エコ・エフィシェンシーについて
は、単独利用の場合でも同時利用の
場合でも財務の向上効果があるこ
と、環境保全活動の促進に有効であ
ると評価されていた。しかし、単独
利用の場合、「企業の環境配慮型生

産効率指標を発見した」をエコ・エ
フィシェンシー導入の成果として最
も高く評価する一方で、同時利用の
場合は「企業のイメージアップを
図った」と「企業の持続可能な発展
を図った」を最も高く評価した。つ
まり、エコ・エフィシェンシーは
MFCA、SBSC と同時利用されるこ
とにより、単なる環境配慮型生産効
率指標を超えて、企業の持続可能な
発展に役立つツールとして有効とな
ることを示唆している。また、エ
コ・エフィシェンシーを単独利用し
ている場合よりも同時利用している
場合の方が環境パフォーマンス向上
の効果が相対的に高かった。このこ
とは、エコ・エフィシェンシーを
MFCA、SBSC と同時利用すること
により、環境パフォーマンスが悪化
しても経済パフォーマンスが向上す
るだけでエコ・エフィシェンシー指
標が向上してしまうというエコ・エ
フィシェンシーの分数式の問題点が
改善される可能性があることを示唆
している。

③� MFCA、SBSC、エコ・エフィシェ
ンシーを同時に利用している企業
は、自らの経験に基づき、MFCA
とエコ・エフィシェンシーが環境経
営の促進に有効であると評価してい
た。

� 本研究の今後の課題は、次の通りである。
まず、今回の調査では MFCA、SBSC、エ
コ・エフィシェンシー導入の成果や環境経営
促進に必要なツールを企業自身の主観的評価
で比較検討したが、客観的な財務指標（使用
総資本利益率、売上高総利益率など）や非財
務指標（市場占有率、顧客満足度など）を用
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〈注〉
１� ライフサイクルインベントリとは、製品やサー

ビス等を原料の調達から製造、流通、使用、排
気、リサイクルにわたるライフサイクル全体を
対象として考え、各段階で投入される資源、エ
ネルギー又は排出物を定量的に把握し、分析結
果が一覧表（inventory）として示される。イ
ンベントリ分析手法としては、一般的に産業連
関表を用いる方法とプロセスの積み上げによる
方法がある（（独）海洋技術安全研究所「LCA�
site�for�ship」�https://www.nmri.go.jp/oldpages/
env/lca/LCA/inventory.html�（2019年12月27日
確認））。

２� 環境配慮型業績評価とは、事業部門などの業績
評価システムの中に、環境パフォーマンス指標
を組み込み、報酬制度とリンクさせるシステム
である�（國部,�2004:87）�。

３� 中国の製造業規模区分標準（中国国家統計局
「中小企業規模区分基準の印刷配布に関する通
知」）による分類であり、大型製造企業は従業
員が1,�000人以上、営業収入が4億元以上の製造
企業、中型製造企業は従業員が300人を超えて1,�
000人以下、営業収入が2,�000万元を超えて4億元
以下の企業、特大型製造企業は中国で最も規模
が大きく、国民経済と部門の発展にも大きな影
響を及ぼす企業で、大型企業から特別に区分さ
れた企業のことである（中国国家統計局�http://
www.stats.gov.cn/tjsj/tjbz/201801/t20180103_�
1569357.html（2019年12月27日確認））。

４� 企業業種の分類は「国民経済業種分類（GB/
T4754-2011）」によって作成した。（中国国家統
計局�http://www.stats.gov.cn/statsinfo/auto207�
3/201406/t20140606_564743.html（2019年12月27
日確認））。

５� MFCA、SBSC、エコ・エフィシェンシー以外
の環境配慮型マネジメントツールの利用状況
を示すとライフサイクルコスティングは142社

（15.5%）、環境配慮型業績評価システムは235社
（25.7%）、環境予算マトリックスは50社（5.5%）、
環境配慮型設備投資決定手法は132社（14.4%）、
環境配慮型原価企画は121社（13.2%）、BSCは44
社（4.8%）、その他は9社（0.9%）で利用されて
いた。

６� 参考までに『次世代環境管理会計調査事業報告
書』（2010:28）は、「マテリアル（原材料、資源）
のフローを物量とコストで測定できるツール」
は省資源を推進する技法であり、「エネルギーの
フローを物量とコストで測定できるツール」は
省エネルギーを推進する技法であると指摘して
いる。
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